


待望の大規模
46,199kW

山葵沢地熱発電所運開

2









エネルギーミックスの2030年目標は約100万kWの新規増
設による発電電力量シェア1.0～1.1％化（3倍化）である。
平成25年度環境省机上調査報告書では、200℃以上の地
下条件による蒸気フラッシュ発電の導入ポテンシャルは第2種・
第3種特別地域内開発有り、第1種特別地域内傾斜掘削なし
の条件下で試算され、導入ポテンシャルが648万kWとされたの
で、2050年に向けて、この数値に近づける仕組みが必要。

主力電源たる地熱発電の在るべき姿
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事業者の更なる研鑽
⇒コスト削減に向けた業界努力が既になされているが、更なる努力
が必要

＜これまでの業界の取組＞
・ タービン排気の軸流化による小型化・コスト削減
・ 属人知の組織知化⇒地熱協会技術部会に於けるノウ・ハウ共有
・ 失敗事例の共有化によるトラブルコスト低減
・ JOGMECおよびNEDOと共同歩調で開発中の最新技術の適用
・ 人材採用・育成による技術の内在化
・ 余剰資機材棚卸リストによる業界内資機材融通
・ 掘削管理技術力獲得による、一括請負から日割り発注への転換
・ 地域受容性の向上に資する協議会での説明内容の工夫
・ 開発に係る法的担保が無い状況下での経営層・株主説得

主力電源たる地熱発電の在るべき姿
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地熱特有のリスクを低減する抜本策（1/4）

 考え方

― 地熱発電の一番のネックは、調査・開発上のリスク

― 調査・開発上流におけるこれらのリスクは、現行の政策メニューで充分にカバーできてい
るとは言えず、結果として、他電源に比して高いFIT価格が設定されているものの、それ
を享受できる所まで辿りつけた案件は少ない

（2,000kW以上：計5件、2019年9月末時点、日本地熱協会調べ）

― 導入促進を妨げている「地熱特有のリスク」（ボトルネック）は

 ①系統リスク

 ②資源探査リスク

 ③規制リスク

⇒これらのリスクを「低減する抜本策」が講じられれば、健全なる導入促進～FITからの
自立化も期待できる （次ページより①②③詳述）
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地熱特有のリスクを低減する抜本策（2/4）

①系統リスクへの対応

 地熱発電は、調査・開発後期になら
ないと設備容量を確定できない（=
系統連系を申請できない）
※確定できるのは、掘削成功→噴気成功→
貯留層シミュレーション後

 にも拘わらず、先着主義で他電源と
系統枠を争う現行制度においては、
系統を押さえられない／想定外の系
統費用負担を余儀なくされた案件が
続出
※資源があっても事業化できない

 系統確保の見通しが立たない状況
下では、今後の地熱開発に対する民
間の投資マインドは大きく後退
※ただでさえハイリスクの地熱開発に経営も一
層躊躇

起こっている問題

系統枠
 地熱ポテンシャルをふまえた「プッシュ型」整
備（特に、北海道・東北・九州）
 地熱分として確保（+100万kW分）

 基準を満たす案件は、設備容量が確定し
ない初期段階でも系統申請（仮押さえ）
を認める
 例えば、JOGMEC助成時に認められた目標出力
で申請。開発進捗に応じて調整

費用
 公的負担または公的ファイナンス（注）

 地熱は、資源所在の特性上、アクセス線の費用
負担が他電源より大きくなりがち

 注）例えば、国が一般送配電事業者に系統増
強費を立替え払い。運転開始後、地熱発電事
業者が国に対し分割返済

解決策

最大＋100万kW分の限定的措置
でもよいのでご検討いただきたい
（2030エネルギーミックス）
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 地熱は常に掘削失敗のリスク（資
源がない／資源に当らない）を伴
う

 掘削失敗が重なると、資源はあっ
ても事業化できないケースも
※民間企業は各社の投資基準をもとに開
発投資を行っている

 現行ＦＩＴにおいて、運転開始ま
で辿りつけた案件（2,000kW以
上）の成功のカギは、既往調査
（NEDO促進調査等）が当てた
井戸を一部譲り受ける等、資源探
査リスク低減を享受できたこと
※山葵沢（46,199kW）、松尾八幡平
（7,499kW）、菅原（5,000kW）等

起こっている問題

開発初期のリスクを低減する
公的な先導調査（JOGMEC先導調査）

 調査のための調査ではなく、開発成果につなげ
ることを強く意識した調査

 国立公園（第1～3種特別地域）も調査
対象
 日本の地熱ポテンシャルの8割は国立・国定公園内
に存在

 かつてのNEDO促進調査では国立公園は調査対象
外だった

 開発を見据えた掘削（＋それを可能にする
政策）
 温泉部会を通し、仮噴気試験まで行う
 掘削基地をまとめ、大口径・傾斜掘り（=国立公園
内で改変範囲を最小化できる）

解決策

最大＋100万kW分の限定的措置
でもよいのでご検討いただきたい
（2030エネルギーミックス）

地熱特有のリスクを低減する抜本策（3/4）

②資源探査リスクへの対応
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 地熱開発は、各種保護規制のハードル
を越える必要がある
 森林法、国有林野管理経営法、温泉法、
自然公園法など

 中央からの指針が示されても、地方自
治の枠組み及び現場の特殊事情から、
必ずしも合理的とは言い難い現場独自
の運用がなされている
例）
 保安林内作業期間の制限・林道整備等に
関する許認可基準が厳しく、そもそも地熱開
発できない

 温泉部会に地熱専門家不在。わからないの
で過剰に保守的な判断になりがち

 掘削に関し、本質的とは言い難い形式的基
準が「内規」として存在（例：「坑口」距離
を[数百]m離して掘削、1発電所2生産井
まで等）

起こっている問題

下記を満たすような法整備

 地熱開発促進の法的根拠
 ポテンシャルが見込まれるエリアを促進区
域に指定

 促進区域においては、「特区」的に地熱開
発を促進する優遇策を講ずる

 促進区域における事業化に当っては、公
募で優先事業者を選定する

 優先事業者は、一定期間において排他
的な開発権を得る
 乱開発の防止や、地熱資源の有効活用（ムリ
もせず・ムダもない）にも寄与

解決策

最大＋100万kW分の限定的措置
でもよいのでご検討いただきたい
（2030エネルギーミックス）

地熱特有のリスクを低減する抜本策（4/4）

③規制リスクへの対応
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新制度（A）：競争電源
 定義

― 設備容量：2,000 kW以上 （高圧／特高圧の境界値）
 取扱い

― 地熱版FIP
 地熱発電／ベースロード再エネという電源特性に応じた制度設計
 今後の主力化小委にて示される事務局案もふまえ、詳細検討したい

 考え方
― 地熱開発は資源開発
― すなわち、その本質は「当該エリアの資源量に合わせて、持続可能な出力を設定する」
ことにある

― にも拘わらず、15,000kWを境に40円・26円の2階段になっている現状では、
15,000kWを超える資源がある場合でも、15,000kW未満の開発を行うことが合理
的（地熱開発は保守的に進められてしまう）

― 地下資源量を最大限活用するインセンティブが働くような地熱版FIPとすべき
― 過去、FIT価格の議論の際には、日本地熱開発企業協議会からはフォーミュラー方式
を提案
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新制度（B）：地域活用電源

 定義
― 設備容量：2,000 kW未満 （高圧／特高圧の境界値）

 考え方
― 低圧～高圧クラスの地熱発電所は、例えば地域新電力にとっても扱いやすいサイズで
あり、地域のために活用する電源と位置付けられるのでは

― 要件例 ：地産地消、熱利用（足湯等）、レジリエンス、地域活性化等に資する
（次ページに参考事例）

― ただし、隣接する大規模地熱発電を阻害しないものとする必要あり

 取扱い
― 現行FIT制度の基本的な取組み
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新制度（C）：移行に伴う経過措置
 新制度への移行に際しては、経過措置を設ける

― 経過措置の例
 地熱特有のリスクを低減する抜本策の実現が確認できれば新制度へ移行
 一定期限までに掘削調査に着手している案件は、現行FIT価格を適用
 アセス対象／非対象で年限を分ける

― 経過措置を設けるべき理由
 地熱は長期開発であり、かつ特有のリスクがある
 現行FIT価格を前提に、地表調査を経て、掘削調査に進んでいる案件（=累積
で相応のリスクマネーを投入済み）に対し、ハシゴを外すかのような急速な価格切り
下げは、今後の投資インセンティブを過剰に冷やす

 「経過措置なしでも、2021年度認定に間に合わせればよい」との見方もあるかもし
れないが、地熱が「設備容量」を確定できる（=認定申請できる）には、掘削成功
→噴気成功→貯留層シミュレーション等のステップが必要。現在掘削中の案件でも、
2021年度中の認定申請には相応の難度を伴うものであり、充分な配慮が必要

16



次なる目標は、100年持続を実証しているイタリアのラルデレロ地熱発電所

50年以上稼働し続ける日本の地熱発電所

松川23.5MW
1966年運開

大岳12.5MW
1967年運開

写真出典：日本地熱調査会（2000）
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